
〇契約期間等における日付の記載については、和暦を使用してください。
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市税条例第114条の11第2項の規定により事業所用家屋の貸付状況等を申告します。
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　　　　　　　各入居者の「駐車場の専用床面積ウ」欄の数値　　　　
　　　　　「駐車場部分の内訳書の専用部分の計⑤」欄の数値　　　　

　　　　16．カの欄は、貸付契約の期間を記入して下さい。

　　　　17．共用部分に非課税部分がある場合は「共用部分の個別床面積等計算書」を提出して下さい。

　　　　18．この申告書だけで記入しきれない場合は「事業所用家屋の貸付状況等の申告書」（その２）に記

　　　　　入し申告して下さい。

　　　　13．イの欄は、「共用部分の床面積等計算書」の⑦の欄の数値に

　　　　　　　各入居者の「専用床面積ア」欄の数値　　　　
　　　　　「専用部分の床面積Ｂ」欄の事業所用部分の数値　　　　

　　　　14．ウの欄は、家屋の一部の駐車場を入居者に駐車場所を指定して貸している場合の、その床面積を

　　　　　記入して下さい。

　　　　15．エの欄は、「駐車場部分の内訳書」の⑥の欄の数値に

　　　　　れ「共用部分の床面積等計算書」の⑤・⑦・⑧の欄と一致させて下さい。

　　　　10．Ｄの欄は、駐車場として使用する部分の延床面積を記入して下さい。　　

　　　　11．「使用者の住所又は所在地、及び氏名又は名称」の欄は、事業用に使用している使用者について

　　　　　記入して下さい。（建物の所有者が事業用に使用している場合も含む。）また所在の異なる複数の

　　　　　家屋について申告する場合は「家屋の所在地」の欄の①～④の番号を左端の番号欄に記入して下さい。

　　　　12．アの欄は、各入居者が事業所用家屋として専用している床面積を記入して下さい。

　　　　７．Ｂの「事業所用部分」欄は、事業所用に使用される専用部分の延床面積を記入して下さい。

　　（空室部分を含む。）

　　　　８．Ｂの「居住用部分」欄は、人の居住に使用される専用部分の延床面積を記入して下さい。

（空室部分を含む。）

　　　　９．Ｃの欄は、廊下・階段・エレベーター室・冷暖房設備の機械室など、他の者と共同で使用する部

　　　　　分の延床面積を記入して下さい。「非課税部分」「事業所用部分」「居住用部分」の数字はそれぞ

　　　　　第２条第１５項に規定する法人番号を記載して下さい。

　　　　４．所在地の異なる複数の家屋をまとめて申告する場合は、「家屋の所在地」の①～④の各欄に、す

　　　　　べての家屋について記入して下さい。

　　　　５．「家屋の名称」の欄は、その家屋に「○○ビル」等の名称があれば、その名称を記入して下さい。

　　　　６．Ａの欄は、家屋（①～④の合計）の延床面積（１平方メートルの100分の1未満は切り捨てるこ

と。以下同様とする。）を記入して下さい。

　　　　　　　　　　　　　事業所用家屋の貸付状況等の申告書記入要領

　　　　１．この申告書は、事業所用家屋を他の者（法人、個人）に貸している者がその内容を記入し、市長

　　　　　（財政局課税第一課）に１通提出して下さい。

２．「住所又は所在地」の欄は、個人にあっては住所を、法人にあっては本店の所在地を記入して下さ

　　　　　い。(北九州市内に本店がない場合は、市内の主たる事業所の所在地を記載しても構いません。)

　　　　３．「法人番号」欄には、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

を乗じた面積を記入して下さい。

を乗じた面積を記入して下さい。


